賃金実態調査への御協力についてのお願い
日頃から、本県行政の推進に御理解と御協力をいただき厚く御礼申し上げます。
本県では、現在、工事請負、業務委託、物品調達、指定管理など、本県が民間企業等との間で締結する契約等、いわゆる「公契約」のあり方についての検討を行っており、その中で、そうした公契約のもとで働く方々の賃金水準についても検討していくこととしております。
この調査は、愛知県が契約を結ぶ、業務委託や工事請負における賃金支払い等の実態を把握し、公契約のあり方検討の資料とするため、実施するものです。このため、県と直接契約を結ぶ元請・委託事業者の方々への調査にとどまらず、下請、再委託の事業者の皆様に対しても調査を実施することとしております。
調査の対象とさせていただいた事業者の皆様におかれましては、今回の調査の趣旨を御理解のうえ、御協力いただきますようお願い申し上げます。
本手引きは、調査票への記入方法を説明した資料です。調査票の記入にあたっては、本手引きの説明をご確認いただき、正確な情報の御記入、御回答をお願いいたします。
なお、今回の調査は、愛知県が任意で実施するものであり、本調査に協力しないことにより、愛知県との契約において不利益を被ることはありません。
本調査で収集されたデータは、愛知県における公契約のあり方検討の資料としてのみ使用し、それ以外の目的に使用することはありません。
また、収集データは統計処理のうえで使用し、個別の事業所ごとのデータを公表することはありません。
平成25年7月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　愛　知　県
　　　　　　　　　　　　　　　　　（調査担当：産業労働部労政担当局労働福祉課）
賃金実態調査記入要領
調査対象期間
調査対象期間は、調査月（平成25年４月1日から30日まで）に、貴社で定めている賃金締切日のある賃金計算期間（１か月）となります。
調査対象企業
調査対象期間において、愛知県が締結していた契約（契約額1,000万円以上）の中から、清掃・警備といった労働集約的な業務に係る契約を対象としております。
また、調査対象契約について、その業務の一部について再委託が行われた場合は、再委託先の企業も調査対象とするため、再委託先の業者名等についても調査します。
調査対象従業員
調査対象契約等の業務に専ら従事する従業員（調査対象期間における業務全体のうち、当該業務の割合が概ね50％以上）であって、現場での作業に従事する方を対象とします。
調査票　Ａ欄
調査対象となる事業主（貴社）に関する項目です。
［貴社名］
賃金支払事業主である、貴社の名称を記入してください。
［契約の名称］
本県と締結した契約名を記入してください。
［再委託の有無］
当該契約の業務の一部について再委託した場合、「有」に○をつけたうえで、右側の欄に委託先企業の情報を記入してください。
［記入担当者の連絡先］
本調査票に記入いただいた担当者の部署、ご氏名、電話番号を記入してください。
［業務の内容］
「清掃」、「警備」、「庁内案内」等、現場での作業内容を記入してください。同一の契約において、複数の作業内容がある場合は、「業務の内容」毎に別葉として作成してください。
調査票　Ｂ欄
当該契約の業務に従事する従業員の状況に関する項目です。対象となる従業員の全員について、一人につき一行という形で記入していただくこととなります。
従事者の就労状況
［就業形態］
当該従業員の就業形態について、あてはまる方に○を付けてください。「パート」とは一般の従業員と比較して所定労働時間、所定労働日数が少ない方を言います。
［給与形態］
当該従業員の賃金支払形態について、あてはまるものに○を付けてください。
「個人事業主」とは、賃金を経費込みで受け取っているような方を指します。
いわゆる「月給日給制」（賃金は月単位で定めているが、欠勤日がある場合には、欠勤日数に応じて控除がなされるもの。）については、「月給」に○を付けてください。
「日給月給制」（１日いくらという日給制だが、支払いは毎月１回の給料日に支払うもの。）については「日給」としてください。
［年齢］
調査時点における当該従業員の年齢を記入してください。
調査時点の年齢を把握するのが困難な場合は、調査票欄外に（2014年3月末時点）等記載の上、年齢を記入してください。
［経験年数］
貴社において、当該従業員が同種の業務に従事した年数を記入してください。
平成25年４月の状況
［所定内労働時間］
従業員の賃金支払形態に応じ、調査対象の「賃金計算期間」における実際の労働時間数（所定内労働）を計算して記入してください。この場合、時間外の労働時間数、休日に労働した時間数は除いて記入してください。
なお、記入にあたっては、合計した時間の端数について、小数点以下第2位を四捨五入し、小数点以下第1位まで記入することとしてください。
（例：120時間15分→120.3、135時間30分→135.5、160時間45分→160.8）
時間給、日給制の場合：
会社が定めている所定労働日における所定労働時間（始業時間から終業時間までの時間から、休憩時間を除いた時間）のうち、実際に働いた時間（有給休暇時間及び遅刻、早退等の時間を除く。）の合計。
（注）
振替によって所定労働日扱いとなった休日は、所定労働日に含め、逆に振替によって休日となった日は所定労働日から除いて計算してください。
月給制の場合：
会社が定めている所定労働日における所定労働時間（始業時間から終業時間までの時間から、休憩時間を除いた時間）の合計から、有給休暇時間の合計を除いた時間。
また、変形労働時間制を採用している場合は、平均の月労働時間数を所定内労働時間の上に（　）書きで記入してください。
（注）
時間給、日給制の場合と異なり、休日の振替を考慮する必要はありません。
［有給休暇時間数］
調査対象の「賃金計算期間」内に取得した有給休暇の時間の合計を記入してください。
なお、記入にあたっては、合計した時間の端数について、小数点以下第2位を四捨五入し、小数点以下第1位まで記入することとしてください。
（例：120時間15分→120.3、135時間30分→135.5、160時間45分→160.8）
［発注先別の就労日数］
調査対象の「賃金計算期間」における所定内労働日数のうち、契約の発注機関別に記入してください。
「公共」には、国、都道府県、市町村の他、国の独立行政法人、特殊法人、地方公営企業、関連公社等を含めてください。
［賃金総額］
調査対象の「賃金計算期間」内の賃金として支払われた総額を記入してください。各種手当、臨時賞与等を含めた支払総額です。
［左のうち臨時的な賃金・手当等の金額］
賃金総額のうち、毎月支払われる基本的な賃金以外の、以下の賃金・手当等があれば、その合計額を記入してください。
［うち割増賃金］
所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金（時間外・休日・深夜割増賃金など）の合計額を記入してください。
［うち通勤手当］・［うち家族手当］・［うち精皆勤手当］
貴社における手当の名称に関わらず、実態としてこれらに該当する手当があればその合計額を記入してください。
［うち臨時の賃金・賞与］
臨時に支払われる賃金（結婚手当など）や、1箇月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など）があれば、記入してください。
業務委託








